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後、25 年もの歴史を有する SMK 型をリセットする形で新規開発された高能率高出炭プラ
ントへと繋がる技術的な連続性を見せたのだった。 
 
第６章 炭鉱機械化の促進因としての労働者エートス 
 
戦後、日本の石炭産業は戦中の増産体制をそのまま引き継ぐ形で傾斜生産期と朝鮮特需
を経た。その結果、他産業では技術革新が進行する間、石炭産業では人力依存が続き、技術
水準においても、労務管理水準においても、他産業に遅れを取ることとなった。そして、そ
の状態のままエネルギー革命を迎え、政府は政策として石炭産業の合理化を進めていくこ
ととなった。 
製造業などにおいて一般的にみられる技術革新と雇用の問題は、この時期の石炭産業で
はそもそも技術革新が進行していないため発生せず、技術革新の文脈とは切り離されて、現
況コストの削減のために人員整理等の合理化が実施された。そのため、石炭産業の労働者に
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とって、技術革新は異議申し立てをすべき問題とはなりえていなかった。それどころか、合
理化政策下では、技術革新は人員削減の理由というよりは、むしろ炭鉱という「職場」の存
続に寄与するものであり、雇用維持に繋がるものだった。すなわち、石炭産業では技術革新
に対する親和性を構造的に欠いていたわけではなかったのである。 
しかし、だからといって、石炭産業の合理化の流れに呼応して技術革新が積極的に受容さ
れていったわけではなかった。傾斜生産期から朝鮮特需までの労働者規模の拡大を通して
獲得されてきた職場での既得権ともいうべき諸慣行と技術革新とが対立関係にあったため、
労務管理体制の改革や労使関係の安定化を経なければ技術革新は成立しえなかったのであ
る。しかしながら、労務管理体制の改革や労使関係の安定化は、石炭産業斜陽化という外部
的な要因だけでは実現には至らず、その内部からの実現への動きを必要としていた。結果的
に、日本石炭産業界において一連の改革を成功させ、「日本的」労使関係を築くことができ
たのは太平洋炭砿のみだった。 
その太平洋炭砿でも、その実現への発端は強行的な手段を取ったといってよい。会社が人
員整理を手段とする形で職場慣行撤廃を強行したのである。現場管理の権限を奪還した会
社は、それに合わせて採炭切羽の「装置」化を進めた。そして、それと同時進行的に労務管
理体制の改革も進めた。鉱職身分差は撤廃され、代わりに等級制度が導入された。また、賃
金体系の改革も行われ、最終的には坑内労働者まで固定給化することに成功し、請負給によ
るインセンティブメカニズムからの転換を果たした。さらに、合理化によって悪化した労使
関係の安定化にも乗り出した。その際、アメリカ的経営管理技法が積極的に援用された。労
使関係改善の成果は、組合内で高度な発展を遂げ、全員討議によって組合員の意見を汲み上
げながら対置案をまとめ、それを要求として会社に提示していくという闘争スタイルへと
転換し、対話型労使関係へと結実した。 
その一連の動きに並行して実施されていたのが二番層採掘であった。自走枠の導入と無
発破採炭の実施によって、採炭切羽はそれまでになく「装置」化し、「完全機械化切羽」と
呼ばれた。二番層採掘では、第１次合理化によって確立されたはずの職場規律を背景にした
現場管理が本格的に試されることとなったが、生産「装置」としての均整のとれた運営はで
きず、現場管理の未熟さが浮き彫りとなった。係員がイニシアチブをとるだけではなく、労
働者の「自律」が必要だったのである。 
労務管理体制の改革と革新的技術の導入とが同時進行的に進展することで、技術開発の
中で労務管理面の不具合が認識され、労務管理面の改革を反映して技術開発が軌道に乗る、
という交互作用が生まれた。また、技術が先行して導入されることで、労働者が自ら「自律」
の重要性を認識することにも繋がった。その中では対置要求を基本とした対話型労使関係
が重要な位置を占めた。これは 1980年代の薄層採掘を労使共同で作り上げたところに象徴
的に表れている。 
この薄層採掘には従前の SD方式とは異なる発展的な技術が多数取り入れられ、所期の成
果を上げるとともに、従前のメカニゼーションの段階からオートメーションの段階へと一
歩足を踏み入れた。ここで培われた技術は一時的な断絶を経て、集約採炭体制の切り札とし
て開発されたプラントの中に反映されることで復活を遂げる。 
また、「薄層」は重要な局面で革新的技術の導入のための舞台装置として機能していた。
狭隘空間が労働者にとって不利益をもたらし得るにもかかわらず、そこでは技術導入のコ
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ンテクストでの優位性が優先されていた。機械装置的な技術だけではなく、管理技術という
点についても同様であった。そのため、選抜を経て最新鋭最先端の現場に従事し、その発展
に寄与しているという動機づけが与えられていたのである。 
このような経緯の中で、労働者たちは技術開発を志向するよう水路づけられていった。し
かしこれは事前合理的な選択の結果ではなく、あくまで技術開発と労務管理とが同時進行
的に進展する中で水路づけられていったものだった。そして、技術開発志向は労働者個人の
中に内面化されるだけでなく、全体で共有され、まさに労働者エートスと呼ぶべきものとな
ったのである。ここからは、マルクス的な「疎外された労働」ではなく、技術開発のなかに
自身の労働の意味を見出す、技術革新に対して親和的な労働者像を描き出すことができる
のである。 
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